
仙台ターミナルケアを考える会の働きに期待して…行政として… 

 

宮城県保健福祉部長 伊東 昭代  仙台ターミナルケアを考える会が設立２５周年を迎えられましたことを心よりお祝い申し上げます。また，関係者の皆様には，日頃県民に対する緩和ケアの普及・啓発に御尽力を賜っておりますことに対し厚くお礼申し上げます。  これまでを顧みますと，がんが本県における死因の第１位となり，政府においても「対がん１０カ年総合戦略」を策定したのが昭和５９年でしたが，緩和医療という言葉が法令上初めて規定されたのは，平成１８年に成立したがん対策基本法からです。  法整備後，平成２０年に策定した宮城県がん対策推進計画においては，全てのがん患者・家族の苦痛の軽減を目指し，「治療の初期段階からの緩和ケアの実施」を重点的に取り組むべき課題として掲げ，平成２５年に策定した第２期計画でも「がんと診断された時からの緩和ケアの推進」を引き続き重点的に取り組むべき課題としたところです。  現在，県では保健所において，在宅緩和ケアに関する医療・福祉・介護関係者のネットワーク化を促進する会議を運営するとともに，在宅医療や介護を担う関係者がきめ細やかな知識と技術を習得するための研修会を実施し，地域における緩和ケアの推進を図っております。  さらに昨年度は，行政・医療・福祉・介護関係者等が協働する地域包括ケア体制による緩和ケアの提供を啓発する研修会を東北大学病院との共催により

実施しました。  このように県では，全てのがん患者・家族の苦痛の軽減を目標として施策を実施してまいりましたが，医療用麻薬への誤解を初めとして，県民の緩和ケアに対する理解や周知が進んでいない現状を鑑みますと，貴会における啓発広報活動は大変意義のあるものと考えております。  また，がん患者が抱える問題は，痛みなどの身体的なものはもとより，不安や抑うつといった精神・心理的なものも大きいことから，それらに対して迅速かつ適切なケアを提供しなければなりませんが，医療機関においてきめの細かいケアは難しい現状です。そのような中，貴会においては緩和医療施設への支援や，精神的な支えを提供する「ホスピス１１０番」等の取組をされており，深く敬意を表するところです。  さらに，核家族化により高齢者との日々の交流が無くなった現代，日本人の死に対する意識が大きく揺らいでいるといわれておりますので，生と死の意味を学ぶセミナー等を開催されることは，正に時宜を得たものと認識しております。  今後とも，過去２５年にわたって培ってこられた実績を踏まえ，緩和ケアの普及・啓発になお一層積極的に取り組まれ，本県における緩和ケアの推進，ひいてはがん対策の更なる前進に貢献いただきますよう心からお願い申し上げます。  


